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原発事故避難者による営農再開と展望
―福島県相馬郡飯舘村の事例分析―
福田 恭礼1・市田 知子2
(2016年 1 月 7 日受理)
The perspectivs of farming resumption by evacuees of the Fukushima
Nuclear Plant Accident: A case study of Iitate Village
Takayoshi FUKUDA1 and Tomoko ICHIDA2
Abstract
This study is based on a case study of Iitate village, still in designated as the forced evacuation zone
triggered by Northeastern Great Earthquake Disaster on March 11th, 2011 and, subsequently, the First
Fukushima Nuclear Plant accident. We interviewed four evacuees who had resumed farming outside the
village, and documented the process to reach successful resumption. Further, we discussed the possibility of
regional restoration follwing their return to Iitate Village in the near future. Before the Nuclear Plant accident,
there were approximately 960 farms in Iitate Village. After the evacuation, there are approximately 20 farmers
resumed farming outside the village using diverse farming styles. We interviewed four such farmers and found
that all of them shared a strong will ``to engage in farming again'' by obtaining farmland in settled places using
public funds. We also found that compensation for the damage paid by the Tokyo Electric Power Company
(TEPCO) played an important role in the resumtion of farming in several cases, although the amount was
insu‹cient. For some municipalities, although not for Iitate Village, the central government decided to release
the forced evacuation status, so that several farmers could return home. In order to facilitate regional restora-
tion after the farmers' return to Iitate Village, it would be necessary to provide continuous support for the
restoration of farmlands, funding, and compensation depending on individual situation and farming style.
Key words: Fukushima Nuclear Plant accident, Iitate Village, resumption of farming, compensation, individu-
alization
要 約 2011年 3 月11日東日本大震災に伴う福島第一原発事故により福島県相馬郡飯舘村は，現在なお全村
避難を強いられている。
本稿では，飯舘村から避難し，その避難先で営農を再開している 4 つの事例に焦点を当てる。その上で，
避難から営農再開までの経緯，および営農再開を可能にした要因を明らかにし，将来，帰村した際の地域の復
興，営農再開の可能性を考察する。本稿の第一義的な意義は震災から 5 年余を経た現在，営農再開者の実態
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を記録することにある。環境社会学の被害構造概念を援用すると，原発被災者の置かれた状況は「個人化」で
あるとされる。
飯舘村では，原発事故前には農家が約960世帯あったが，避難後の営農再開状況が把握できたのは約20世帯
である。筆者らはそのうちの 4 つの事例の分析を行った。分析の結果，営農再開を可能にした要因として，
個々の置かれた状況に合った営農タイプの選択，避難先での農地の確保，再開に当たって必要となる資金の確
保，さらに損害賠償の 4 つが挙げられる。営農タイプの選択に際しては，非経済的要因も関わっている。帰
村後，営農再開の可能性が高い部門は施設園芸（野菜，花卉），畜産（繁殖牛）であると推察される。飯舘村
が今後，地域復興を実現するためには，長期的に農業を支援し，再建するための仕組みを作ることが重要であ
る。それぞれの営農再開タイプに沿って，農地や資金面の支援，損害賠償を継続的に行う必要がある。研究の
側としては，被災者が現在なお「個人化」した状況にあることを認識しつつ，継続的に注視していくことが重
要である。
キーワード原発事故，飯舘村，営農再開，損害賠償，個人化
. 課題と背景
2011年 3 月11日に発生した東日本大震災に伴う福
島第一原発事故は，福島県を中心に大きな損害を与え
た。同年12月16日，野田佳彦総理（当時）は「福島
第一原発事故収束」宣言を表明した。だが，5 年以上
経過した現在なお，放射能汚染の影響は続いている。
福島県の避難者は2016年 3 月時点で県内では54,174
人，県外では43,139人，計97,313人を数え，実に10
万人近くもの人々が依然，故郷に戻れない状況にあ
る1。
未曾有の地震と原発事故は農林漁業にも莫大な損害
を与えた。震災の翌年の2012年 3 月 5 日時点で農業
関係の被害総額は9,476億円であり，福島県のみでは
2,455億円とされている。原発事故による被害額は明
らかにされていない。だが，避難地域（避難指示区
域）を含む12市町村（南相馬市，田村市，川俣町，
飯舘村および双葉郡 8 町村）の耕地面積は県全体の
耕地面積の17.6を占め，これらの地域では水稲の作
付け制限がなされ，なおかつ風評被害を受けているこ
とからも相当な額に上ると推察される2。
また，2012年 9 月より環境省ほか政府による除染
作業が行われ，避難区域とほぼ重なる「特別除染地
域」では拠点施設についての先行除染はすべて終了
し，本格除染も一部の市町村では終了している3。農
地の除染に際しては，放射性物質のうち半減期が約
30年と長期にわたるセシウム137は粘土質に付着する
性質があることから，主として 5 cm 程度の表土を剥
ぎ取るという方法がとられている。除染により線量が
低下したことは確かであるが，表土の剥ぎ取りにより
農地から栄養分も取り除かれていることへの懸念があ
る。加えて，除去した土を詰めた土嚢，いわゆるフレ
コンバックの貯蔵場所がないために，かつての優良農
地が「仮仮置き場」として利用されているという実態
もある。
このような中，避難先で，あるいは帰還後に営農を
再開する農業経営体が現れている。国も営農再開者を
支援している。2011年 8 月に農林水産省が示し，以
後，幾度か改正されている「農業・農村復興マスター
プラン」の「5. 原子力発電事故への対応」には，◯
損害賠償対応，◯検査態勢強化，◯出荷制限（解除），
営農指導，◯除染，実証実験，◯移転希望被災農家へ
の支援，◯風評被害対策，◯輸出支援という 7 項目
の課題が掲げられており，とくに営農再開に関連する
のは◯，◯，◯である4。
― 3 ―
5 農林水産省（2014, p. 15）。なお，「営農再開」をしている経営体と
は，農業被害のあった農業経営体のうち，東日本大震災以降，調査
日時点（平成26年 2 月 1 日現在）までに営農を行っている，または
行っていた農業経営体を指し，農業生産過程の対象作業又はその準
備を一部でも再開した農業経営体で，被害のあった農業生産基盤，
設備が未復旧である農業経営体を含むとしている。また，福島県の
場合は実証栽培を含めている（同，p. 4）。
飯舘村の営農再開
2014（平成26）年 2 月 1 日時点の農林水産省の統
計によれば，福島県では被害のあった農業経営体
17,200のうち約 6 割にあたる10,500が営農を再開して
いる。しかしながら，避難指示区域の含まれる前述の
12町村での再開率は 1 割にも満たず，本論文が事例
とする飯舘村に至っては 0 である5。
以上のような背景から，本論文では原発事故により
未だ全村避難を強いられている福島県相馬郡飯舘村か
ら避難し，その避難先で営農を再開している農家の事
例に焦点を当てる。その上で，二つの課題を設定す
る。一つは，避難から営農再開までの経緯，および営
農再開を可能にした要因を明らかにすることである。
もう一つは，今なお時期尚早の感があることは否めな
いが，営農再開者が将来，飯舘村に帰還した際の地域
の復興，地域農業再建の方向性を考察することである。
本論文が飯舘村の営農再開者を対象にするのは，ひ
とえに震災から 5 年余を経る中で，被災地に関する
情報や報道が日に日に減少し，人々の記憶から消えか
かっていることによる。マスメディアで報道されるこ
とはほとんどないが，実際には避難先で営農を再開し
ている人々が存在し，それを JA などの関連機関が支
援していることなどを現時点で事実として記録するこ
と自体に意義があると考える。
本論文の構成は以下の通りである。まず，「2. 原
発事故による被害構造の特質」では，環境社会学の提
起した被害構造の概念を先行研究に基づき援用し，福
島原発事故の被害構造の特質を示す。「3. 原発事故
による損害賠償制度の概要」では，戦後日本の原子力
行政とともに開始した原子力損害賠償の法制度および
福島原発事故に関連する損害賠償の仕組み，さらに農
業関係の損害賠償制度を概観する。「4. 飯舘村の概
要と農業関係の損害賠償」では，震災前の同村独自の
地域振興に触れ，震災から全村避難，避難区域再編に
至るまでの経緯を示した上で，同村における農業関係
の賠償請求の実態と問題点について述べる。「5. 営
農再開事例の分析」では，JA そうま（現 JA 福島み
らい）および福島県中小企業商工会議所から得た情報
をもとに，同村における営農再開の実態を把握すると
ともに，4 事例の聴き取り調査結果に基づき営農再開
経緯を分析する。最後に「6. 結論」では，4 事例の
営農再開要因を示すとともに，営農再開者が将来，飯
舘村に帰還した際の地域の復興，地域農業再建の方向
性を展望する。
. 原発事故による被害構造の特質
環境社会学が提示した重要な概念の一つに被害構造
がある。これは，図 1 に示すように，いわゆる公害
事件による被害が健康上の被害（身体障害）に留まら
ず，被害者の社会生活や地域社会に影響を及ぼし，そ
の総体として，被害者個人に「精神的被害」や「人間
関係の悪化」として影響するという考え方である。飯
島（1984）は，水俣病，イタイイタイ病等の公害事
件では生命・健康，生活，人格，地域を通じ被害が派
生すると述べる。つまり，まず生命・健康の被害が様
々な派生的被害が発生する出発点であり，被害が生じ
ると，死者が出た場合は遺族に，健康損傷の場合は本
人と家族の生活に影響が生じる。ここでいう「生活」
は生活構造の構成要素であるところの生活空間，生活
時間，生活水準，人間関係，生活設計を含むもので，
生活の被害は生命・健康上の問題点が生じたことの結
果として現れる。健康や生活の破壊は人格の荒廃をも
たらす。被害者は，加害源企業や行政との交渉，医療
関係者の対応や被害者以外の地域住民の対応，マスメ
ディアの報道姿勢によっては人格が変貌してしまう。
そして，生命・健康，生活，人格という 3 つの被害
の決算として地域社会の崩壊が生じる。
一方，福島原発事故の場合，藤川（2014）によれ
ば，まず，事故の発生と同時に長期に渡る被害の継
続，事故の複雑さと規模の大きさが特徴である。より
具体的には，放射能汚染の長期化による晩発性の健康
影響，放射性物質等に関する被害や汚染の被害地域へ
の押し付け，家族や地域の解体が生じている。家族や
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図 公害事件における被害構造のイメージ
出所飯島（1984, p. 83）。
図 原発被災者の被害構造のイメージ
出所飯島（1984），藤川（2014）を参考に筆者作成。
6 藤川（2014, pp. 48～52）。
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地域という，これまでの日常生活が根底から崩れるこ
とが結果的に健康被害をもたらす6。
このように，従来の公害事件の被害構造とは逆に，
まず地域崩壊が起こり，その後，世帯・世代の分離，
産業の荒廃，地域の分断（避難指示区域の再編）とい
った過程を通じて，最終的に個人の健康状態に影響を
及ぼす。それとともに「個人化」をもたらす（図 2）。
具体的には，まず放射能汚染と避難指示により地域が
崩壊し，同じ世帯でも避難先が複数に分かれ，家族が
バラバラに分断される。次に，その地域の産業に従事
していた人々も放射能の影響の懸念から避難し，産業
の崩壊が起こる。さらに避難区域の再編と，それに伴
う損害賠償金額の多寡によって「地域の分断」が進行
し，「個人化」が生じる（図 2）。
「個人化」（individualization）とは，避難生活によ
って地域社会や家族が分断され，一堂に会することが
物理的に難しくなるということでもあるが，それ以上
に選択を被害者「本人の自由」に任せることによっ
て，事実上，責任を被害者に負わせ，自己責任を強い
ることを意味する。原発被災地の例で言えば，営農再
開をするべきかどうかの決断を農家「本人の自由」に
任せることによって，本来，国や東京電力に問われる
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7 藤川（2014, p. 54）。
飯舘村の営農再開
べき原発立地のリスクや被害という根本的な問題まで
も農家に押しつけることになる7。農家個人はその
実，自由な選択どころか，選択の結果として生じる不
利益まで甘受することになるのである。
. 原発事故による損害賠償制度の概要
福島第一原発事故の被害者に対する損害賠償は，東
京電力と政府によって行われているが，その仕組みは
複雑である。ここでは，後段の事例分析の理解を助け
るために，原子力損害賠償の法制度と，福島第一原発
事故に伴う農業関係の損害賠償の仕組みを概観するこ
とにする。
 原子力損害賠償の法制度
日本の原子力行政は1955年の原子力基本法に始ま
る。その後，1961年には原子力損害賠償法（以下，
原賠法と略記）が制定され，補償の枠組みが定められ
た。これは，原発事故の被害が莫大になると予想され
たため，原発の商業化にあたり補償制度を用意したか
らである。原賠法の目的は 2 つあり，「被害者保護」
と「原子力事業の健全な発達」である。原賠法は次の
3 つの内容で構成されている。◯原子力事業者の無過
失責任と責任集中，◯責任を担保する損害賠償措置の
強制，◯補償総額が損害賠償措置の上限を超えた場合
等の国の措置である。
原子力事業者の資金の交付は，原子力損害賠償支援
機構を通して行われている。2011年 8 月 3 日に原子
力損害賠償支援機構法が成立し，これにより原子力損
害賠償支援機構（以下，支援機構と略記）が創設され
た。支援機構は事業者に対して資金の交付や貸付，株
式引受等の援助を行う（図 3）。支援機構の目的は，
被害補償額が損害賠償措置の上限を超えた場合に，被
害を引き起こした原子力事業者に対し，資金交付を行
うことによって，原子炉運転の円滑な運営を確保しよ
うとするものである。この資金交付は，貸付ではなく
返済の義務はないが，事業者はこの交付を受けると，
支援機構に特別負担金を支払う必要がある。支援機構
の財源は，原子力事業者12社（原発を持つ電力会社 9
社，日本原子力発電，原発を開発中の電源開発，再処
理施設を持つ日本原燃）が拠出しあう負担金である。
負担金には一般負担金と特別負担金とがある。一般負
担金には事業コストが算入され，電気料金に転嫁する
ことができる。特別負担金は一般負担金と異なり，事
業者の利益から支払われることとされ，電気料金への
転嫁は認められていない。
原子力発電所の事故により影響を受けた被害者の賠
償は，支援機構が示す中間指針に基づいてなされる。
福島第一原発事故の場合，2011年 4 月15日に原子力
損害賠償紛争審査会が設置された。原賠法は原子力損
害の賠償に関する紛争の自主的な解決を促進するため
に，文部科学省に，原子力損害賠償紛争審査会を置く
ことができるものとし，原子力損害賠償紛争審査会は
和解の仲介を行い，原子力損害の範囲について一般的
な指針を定めることができると規定している。これに
基づき，原子力損害賠償紛争審査会は賠償されるべき
原子力損害の範囲について，中間指針を定め公表して
いる。原子力損害賠償紛争審査会の指針に基づいて，
期間，地域，被害類型等に関し，補償に入るかどうか
の線引きがなされる。これらの指針は，明らかに補償
すべきと認められるであろう被害を類型化して示した
ものであって，指針に該当しないからといって補償対
象外になるわけではない。
 福島第一原発事故に伴う農業関係の損害賠償
福島第一原発事故に対する賠償については被害者の
請求に基づき損害賠償金が支払われる。東京電力によ
る損害賠償の項目（避難指示区域に係る主なもの）を
表 1 に示した。具体的には，生命・身体的損害，避
難生活による精神的損害，就労不能損害，その他実費
損害（避難・帰宅等に係る費用相当額，家賃に係る費
用相当額），財物に関わる損害（宅地・建物・借地権・
家財・田畑・償却資産・棚卸資産等），法人・個人事
業主に係る損害，避難指示・出荷制限・風評被害に伴
う営業損害，追加的費用，検査費用である。
原則として被災者各個人が東京電力への請求を行う
が，農業に関わる避難指示・出荷制限・風評被害に伴
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図 支援機構法による国の措置
出所大島・除本（2012, p. 128）。
8 飯舘村の土壌が花崗岩を起源とする点については勝田ほか（2016）
を参照のこと。
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う営業損害，追加的費用については JA を窓口として
いる。すなわち，「JA グループ東京電力原発事故農産
物損害賠償対策福島県協議会」は損害賠償請求行為一
切について各農業者より委任を受け，2011年から集
団的に損害賠償請求を行っている。
農業関係の損害賠償請求の項目としては，避難指示
区域における不耕作（休業補償）損害，避難による農
畜産物廃棄（処分）損害，その他の営業損害がある。
詳細は後段の 4.に譲る。
. 飯舘村の概要と農業関係の損害賠償請求
本章では，調査対象である飯舘村の概要と農業関係
の損害賠償請求の実態について述べる。
 飯舘村の概要
福島県相馬郡飯館村は浜通りと中通りを隔てる阿武
隈高地の北端に位置する。飯館村は阿武隈高地の古い
地層であり，花崗岩質の硬い岩盤の上になだらかな山
々が続く中にある美しい村である8。総面積は 230.13
km2 であり，総面積の約75を林野が占め，年平均
気温は約10度，年間降水量約 1,300 mm，高原地帯独
特の冷涼な気候であり，生活基盤は標高 220 m～600
m の範囲にある。人口は6,209人（2010年時点）であ
り，総世帯数は1,734世帯（2010年時点）で，総農家
数963戸（うち自給的農家数227，販売農家数736）で，
主要農畜産物の販売金額（千円）は畜産580,912，花
卉401,907，野菜240,463，水稲235,699，葉たばこ
196,682である（表 2）。
1953年に施行された「町村合併促進法」により全
国的に町村合併が進んだが，飯舘村も1956年，飯曽
村と大舘村が合併して誕生した。
前述のように冷涼であり，夏の期間はヤマセの影響
で頻繁に冷害に遭う。1980年と1993年には大冷害に
見舞われた。この地域には，5 月中旬に晩霜，10月下
旬に初霜があり，農産物に大きな被害を及ぼす。その
ため，1956年の合併以来，霜害の影響が少ない畜産
の振興に力を入れていた。本格的には80年代の大冷
害のあとである。1983年の第三次総合振興計画にお
いて，「村民の総結集」と「関係機関の政策運営の一
体化」を目指した「参加と協働」を重視した取り組み
を展開した。第三次総合振興計画では，肉用牛を主と
する畜産と，高冷地野菜の振興を打ち出し，肉用牛の
仔牛生産から肥育までの一貫体制を確立するため，村
営牧場に牛舎を建設し，1984年には肥育事業を開始
した。また同時期に村商工会が通産省の「村おこし事
業」の指定を受けたことで，畜産振興と加工品開発そ
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表 中間指針に基づく損害賠償項目（2011年 8 月時点)
A 政府による避難等の指示等
に係る損害
検査費用（人）
避難費用
一次立入費用
帰宅費用
生命・身体的障害
精神的損害
営業損害
就労不能等に伴う損害
検査費用（物）
財産価値の喪失・減少等
B 航行危険区域等及び飛行禁
止区域の設定に係る損害
営業損害
就労不能等に伴う損害
C 政府等による農林水産物等
の出荷制限指示等に係る損
害
営業損害
就労不能等に伴う損害
検査費用（物）
D その他の政府指示等に係る
損害
営業損害
就労不能等に伴う損害
検査費用（物）
E 風評被害（農林漁業・食品
産業，観光業，製造業，
サービス業，輸出等）
営業損害
就労不能等に伴う損害
検査費用（物）
F 間接被害（第一次被害者と
の経済的関係を通じて第三
者に生じた被害）
営業損害
就労不能等に伴う損害
G 放射線被曝による損害
急性，晩発性の放射線障害に
よる生命・健康被害に伴う逸
失利益，治療費，薬代，精神
的損害等
H その他 地方公共団体または国の財産的損害等
出所大島・除本（2012, p. 85）。
表 飯舘村の農畜産物販売農家戸数と販売金額（平成22
年度)
戸 数 販売金額（千円)
自主流通・JA 米 436 235,699
米穀計 436 235,699
牛乳 11 152,722
肉用子牛 207 319,868
乳用子牛 11 14,884
肥育牛 8 93,438
畜産計 237 580,912
インゲン 146 54,624
キュウリ 15 38,871
加工トマト 11 12,429
ホウレン草 73 13,047
小松菜 45 6,544
チェリートマト 16 39,333
凍大根 15 2,429
レタス 4 3,870
ワサビ 5 13,228
ブロッコリー 33 35,724
かぼちゃ 9 1,770
たらの芽 19 8,114
その他野菜 10,480
野菜計 391 240,463
生しいたけ 9 8,742
乾燥しいたけ 548
菌茸計 9,290
グラジオラス 8 4,958
りんどう 45 34,141
トルコギキョウ 40 98,284
その他花卉 14,771
花卉計 152,154
園芸合計 401,907
葉たばこ 83 196,682
合計 1,415,200
出所「飯舘村農畜産物 8 ヶ年の経過」（JA そうま作成）。
飯舘村の営農再開
して販路の開拓の一貫した取り組みを目指し，1985
年にはミートバンク事業が開始された。ミートバンク
事業は，村で肥育した牛を「飯舘牛」としてブランド
化することで，市場における優位性の獲得と，販路の
開拓を目的としたものである。会員制の牛肉宅配便の
取り組みが中心であり，村おこしのきっかけとなった。
 避難の経緯
地震発生以降の経緯を表 3 に示した。2011年 3 月
11日午後 2 時46分，宮城県三陸沖を震源とする国内
観測史上最大規模のマグニチュード9.0の大地震が発
生した。約50分後，福島第一原発に津波が襲来し，1
～5 号機で全電源喪失となった。飯舘村は内陸にある
ため，太平洋に面する浜通りに比べ，地震による被害
はわずかであった。3 月11日当日から，同村は南相馬
市，双葉郡からの避難者を受け入れることになり，最
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表 福島第一原発事故と飯舘村の避難経緯
日 付 事 項
2011年
3 月11日
東北太平洋地震発生
福島第一原発の電源喪失
政府，福島第一原発から半径 3 km 圏内住民に避
難指示
半径10 km 圏内住民に屋内避難指示
飯舘村で南相馬市等からの避難者受け入れ開始
3 月12日
福島第一原発半駅20 km 圏内住民に避難指示
福島第二原発半径10 km 圏内住民に避難指示
3 月14日 福島第一原発 3 号機建屋で水素爆発
3 月15日
福島第一原発 4 号機建屋で水素爆発
飯舘村役場付近で毎時44.8マイクロシーベルトの
放射線量を記録
福島第一原発半径20～30 km 圏内住民に屋内避難
指示→飯舘村の一部該当
3 月19日 飯舘村で一部住民が自主避難開始
3 月25日 福島第一原発半径20～30 km 圏内住民に自主避難勧告
3 月30日 IAEA「飯舘村の放射線レベルが避難基準を超す」と勧告
4 月11日
福島第一原発半径20 km 圏外にある福島県内 5 市
町村（飯舘村・浪江町・葛尾村の全域，及び川俣
町と南相馬市の一部地域）が計画的避難区域に指
定される
4 月13日 飯舘村全域ですべての農作物の作付け見送り決定
5 月15日 飯舘村で一部住民が計画的避難開始
2012年
6 月15日
年間積算放射線量を基準に避難指示解除準備区域
（20 mSv 以下），居住制限区域（20 mSv 超・50
mSv 以下），帰還困難区域（50 mSv 超）に設定
7 月17日 避難指示解除準備区域，居住制限区域，帰還困難区域の運用開始
出所筆者作成。
9 以下，飯舘村における農業関係の賠償請求については，JA そうま西
部営農センターの営農指導員川井智洋氏からの聴き取り（2015年11
月16日）に基づく。
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大1,300人の避難者を受け入れた。しかし，3 月14日
の福島第一原発 3 号機の爆発後，風に乗って，また
雨と雪に混じって，原発から北東に 45 km ほど離れ
た飯舘村に高濃度の放射性物質が降り，さらに，3 月
15日，同 2 号機の爆発により，原発から半径 20～30
km 圏内に屋内退避指示が発令され，同村の南部が該
当地域となった。
3 月30日，IAEA（国際原子力機関）は「飯舘村の
放射線レベルが避難基準の 2 倍に達した」とし，飯
舘村を避難勧告の対象にするよう日本政府に呼びかけ
た。しかし，原子力・安全保安院は「飯舘村は避難の
必要なし」との見解を示し，また政府も避難勧告を見
送った。このことが後々，村民を苦しめることになる。
さらに，4 月11日，国は新たな避難区域の設定を発
表した。それにより，村は 1 ヶ月をめどに「当該区
域外への避難のための立ち退きを行う」ことになる
「計画的避難区域」となった。すでに自主避難をして
いた人たちもいたが，多くの村民にとっては寝耳に水
であった。5 月15日，計画的避難が開始され，村民は
福島市をはじめ県内外に避難することになった。
6 月22日，全村民の約 9 割が避難を終え，この時点
で福島市に避難した村民は約4,000人に上った。一方
で，8 つの会社と特別養護老人ホーム 1 施設には事業
の継続が認められたが，職員は村外の避難先から通う
こととなった。
さらに，2012年 6 月15日，政府原子力災害対策本
部が飯舘村内の計画的避難区域を見直し，年間積算放
射線量を基準に避難指示解除準備区域・居住制限区
域・帰還困難区域の設定を発表し，同年 7 月17日に
運用を開始した（図 4）。かつて「までい」や「スロー
ライフ」で知られていた村が一瞬にして無人の野とな
った上に，3 つの区域に分断された。
 農業関係の損害賠償請求の実態と問題点
) 損害賠償請求の概要
飯舘村における農業関係の損害賠償請求額累計
（2011年 3 月～2015年10月）は128億4,300万円に上
る。この中には，避難指示区域における不耕作（休業
補償）損害の包括請求部分が含まれている。これは
2013年からの 4 年間分，すなわち2016年までの金額
を一括請求して受け取るものであり，9 割近くの人が
行っている9。
農業者から東京電力（以下，東電）に対する損害賠
償請求のうち，不耕作（休業補償）損害，避難による
農畜産物廃棄（処分）損害，およびその他の営業損害
（農地賃貸料損害，農作業受託料損害，風評被害によ
る価格下落損害，粗飼料確保に係る損害）は JA が一
括して請求し，それ以外の部分は個人が請求している。
このうち不耕作（休業補償）損害は，原発事故がな
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図 飯舘村避難区域の再編（2012年 7 月17日以降）
出所福島県相馬郡飯舘村役場 HP
http://www.vill.iitate.fukushima.jp/saigai/wp-content/uploads/2012/07/f32a49cdee08d71f0455796f2e008106.jpg
（最終アクセス 2016年 2 月 7 日）
飯舘村の営農再開
ければ得られたであろう農業所得に対する損害であ
る。具体的には，作物および単位毎（水田・畑作物は
10 a 当たり，畜産は飼養頭数当たり）に福島県の標
準的経営指標による所得（粗収益から生産費用を除い
たもの，米の場合は57,470円）を「期待所得」として
農家毎に損害額を算出する。作付面積は原則として
2010年の実績に基づく。
また，避難による農産物廃棄損害は，2011年 3～4
月時点で，農家が販売する目的で所有していた農産物
（棚卸資産）について，避難することによって販売が
不可能となり，廃棄せざるをえなかったことによる損
害である。原則として実数に時価を乗じて算出される。
) 損害賠償請求制度の問題点
これらの損害賠償請求は，JA がまとめて行う場合
も個人が行う場合も，請求書の提出後，東電側から支
払われる金額がいったん提示され，合意書に署名する
と賠償金が支払われ，手続きが完了する。しかし，東
電が請求内容や金額を認めない場合もある。
たとえば，震災前は買う必要がなかったものであっ
ても，震災後，必要とされ，購入した場合は賠償対象
として認められる。だが，元々，所有していたものに
対しては，たとえ避難区域にあり，取りに行くのが困
難であっても，賠償対象にならない。実際，スタッド
レスタイヤでそのようなことがあった。
本来は損害賠償対象ではなかったが，交渉の末，対
象となったものの例としてリンドウがある。避難指示
区域における不耕作（休業補償）損害の賠償は 1 年
単位で請求するものであり，計算方法としては，面積
当たりの粗収益から，肥料代，タネ代，農薬代，資材
代などを差し引いた金額を期待所得とし，その金額で
賠償される。リンドウは飯舘村の主要農産物の一つで
ある。また，多年生植物であり，株を養成し 5 年間
は，そこから生育したものを毎年収穫する。生産まで
長い期間を要し，再び株を養成し利用できるまで肥料
代がかなりかかるため，JA の担当者は東電に対し苗
代の賠償請求を行った。その結果，苗代の 3 分の 1
を2009年，2010年に購入した苗まで遡り，賠償する
ということで合意した。当初，リンドウの株を養成す
る期間である 5 年間，すなわち2006年まで遡るよう
要求したが，それは認められなかった。このように，
協議会や団体を通じて交渉しなければ賠償対象にもな
らないというのが実情である。
また，避難指示区域における不耕作（休業補償）損
害賠償請求は，2010年の内容の実績で請求すること
になっているが，2010年まで休み，2011年から営農
を再開しようとしていたという意見も多くあった。し
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かし，東電側からは2010年の実績に対して賠償する
ということで，賠償には至らなかった。
) 就労不能損害賠償の問題点
就労不能損害とは，原発事故に伴う避難によって就
労が困難となり，減収となった給与所得者，または失
業状態となった給与所得者の場合を指す。農業従事者
の場合，農閑期に他の繁忙期の農家で作業を請け負
い，給与を受けていた場合が該当する。飯舘村の農業
者の中には同じ地区の農業者から相対で請け負って作
業をしていた人もいる。契約書や領収書を発行するな
ど，公式の手続きを行っていなかったこともあり，就
労不能損害の賠償ができないという問題があった。
さらに，就労不能損害賠償請求において，避難生活
の中で新たな職に就き給与所得を得たとしても，それ
は「特別な努力」によるものとして，2014年 3 月ま
では損害賠償から差し引かず事故前の手取り相当額が
支払われていた。しかし，2014年 4 月以降，損害賠
償金額から事故後に得た給与所得が差し引かれるよう
になったことにより，「働かない方がいい」という人
も現れ，波紋を呼んでいる。
. 営農再開事例の分析
次に，筆者らが聴き取り調査を行った営農再開事例
について，詳しく述べることにする。事例調査にあた
っては，まず事例 3（K 氏）は後述する NPO 法人
「ふくしま再生の会」から紹介いただいた。事例 1
（A 氏），事例 2（Y 氏）については JA そうま（現
JA ふくしま未来），事例 4（W 氏）については福島
県中小企業商工会議所からそれぞれ紹介いただいた。
JA そうまによれば，原発事故後，何らかの形で営
農を再開しているとみられるのは70～80世帯であ
り，そのうち約20世帯とは現在なお取引があるた
め，状況を把握しているとのことであった。表 4 は
2016年 2 月現在の営農再開世帯の状況を示してい
る。事例 1～3 はこの中に含まれる。
さらに，商工会議所から紹介され，訪問した事例 4
の情報を加えたものが表 5 である。
4 事例に共通する特徴としては，震災前，農業委
員，総合計画策定委員，JA の地区専門部会役員な
ど，村の農業や共同活動の中心的なメンバーであった
こと，3 世代以上の多世代世帯であること，家族農業
経営であることが挙げられる。
営農再開調査は2013年10月から2015年10月にかけ
て（詳細は表 5 の通り），あらかじめ用意した調査票
に沿って，訪問と面接によって行った。
以下，この 4 つの事例についての分析結果を記
す。事例分析は，営農再開過程を農業の生産要素が土
地，労働力，資本であることに沿って，◯震災前の営
農状態，◯営農再開の動機，◯営農再開に際しての農
地の確保，◯労働力の確保（避難後の家族構成変化を
含む），◯資本の確保（復興支援交付金等の公的資金
援助を含む）の別に聴き取った内容を整理し，さらに
◯営農上の問題を加えた。以下，本格的な資本整備を
行い，営農を再開した A 氏，Y 氏（いずれも本格的
再開型），それとは異なる展開であるK 氏（自給的再
開型），W 氏（女性起業型）の順番に記述する。
 A 氏の事例
) 原発事故前後の経緯
原発事故前，A 氏は飯舘村飯樋地区で専業農家と
して家族 4 人とともに生活していた。水田 240 a，畑
123 a（施設 33 a，露地 90 a），山林 100 a を所有し，
主な生産物はトルコギキョウ，野菜，グラジオラス，
椎茸であり，生産物は JA そうまにほぼ全量出荷し，
また一部は直売所で乾燥椎茸を販売し，生計を立てて
いた。飯舘村の標高は 400～600 m であり，夏は冷涼
であるため，特にトルコギキョウは発育が良く，高い
品質で有名であった。A 氏自身も同地区で20年近
く，トルコギキョウをハウス12棟，計 3,300 m2 で栽
培していた。
) 営農再開動機
原発事故後，A 氏は埼玉県の長女の元へ一時避難
し，後に，A 氏の大学時代の友人が栃木県那須塩原
市で農業をしていたことから，そこで 1 年間，パー
トとして手伝いをしていたが，「自分には農業しかな
い。またトルコギキョウを作りたい」と，営農再開を
決心した。
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表 飯舘村からの避難農家の営農再開状況
農家名・
番号
飯舘村
住所
飯舘村における平成22年
時点での営農規模 営農再開先 避難先における営農再開規模
1 草野 大豆20 a野菜115 a 福島市荒井 野菜類200 a
2 飯樋
水稲210 a
たばこ128 a
たらの芽1,400株
小松菜 4 a
福島市荒井
水稲30 a（自家用）
ハウス 3 間×28間×3 棟
小菊20 a
秋冬野菜（葉物）
3(A) 飯樋
水稲240 a
トルコギキョウ32 a
グラジオラス30 a
ヒペリカム10 a
小松菜15 a
福島市荒井 ハウス 4 間×40 m×9 棟トルコギキョウ
4 飯樋 水稲279 aミニトマト13 a 福島市荒井
ハウス 3 間×25間
ほか 5 棟
小菊
秋冬野菜（葉物)
5 長泥
水稲63 a
トルコギキョウ16 a
リンドウ13 a
ほうれん草15 a
菌床シイタケ2,300
繁殖牛10頭
福島市佐原 ハウス3.5間×20間×4 棟トルコギキョウ
6 蕨平 水稲113 aたばこ16 a 福島市荒井
ハウス 3 間×15間×4 棟
小菊
7 長泥
水稲26 a
トルコギキョウ31 a
ストック 2 a
ほうれん草 6 a
小松菜 4 a
菌床シイタケ1,000
繁殖牛 8 頭
福島市笹谷
ハウス 4 間×20間
ほか 6 棟
トルコギキョウ
8 松塚
水稲25 a
ブロッコリー134 a
大豆60 a
トルコギキョウ30 a
グラジオラス42 a
福島市飯野町 ハウス 4 間×20間×4 棟トルコギキョウ
9(Y) 松塚
水稲191 a
ブロッコリー100 a
行者ニンニク20 a
ウメ70 a
繁殖牛29頭
中島村→
福島市飯野町 繁殖牛
10 小宮
米43 a
トルコギキョウ23 a
ストック 7 a
肥育牛35頭
南相馬市原町区
ハウス 3 間×25間×6 棟
トルコギキョウ
ストック
11 大倉 水稲658 a繁殖牛 7 頭 南相馬市鹿島区 繁殖牛
12 飯樋 酪農25頭繁殖牛 2 頭 中島村 繁殖牛
13 飯樋
水稲2,081 a
繁殖牛 9 頭
肥育牛11頭
喜多方市
宮城県
水稲
和牛肥育
14 長泥
水稲273 a
ミニトマト23 a
ブロッコリー100 a
たらの芽2,800株
繁殖牛12頭
田村市常葉町 水稲繁殖牛
15 関沢
水稲14 a
繁殖牛33頭
肥育牛54頭
千葉県 和牛肥育
16(K) 佐須
水稲54 a
大豆45 a
きゅうり10 a
ぎんなん78 a
繁殖牛 6 頭
宮城県丸森町 水稲
17 草野
トルコギキョウ33 a
ストック 5 a
デルフィニウム 4 a
ダリア 2 a
小松菜 2 a
繁殖牛12頭
栃木県
ハウス 4 間×15間
ほか 9 棟
トルコギキョウ
18 佐須 キュウリ20 a水稲30 a 栃木県北塩原村
ハウス 3 間×20間×4 棟
キュウリ
19 長泥 アスパラガス30 a 福島市松川町 ハウス 3 間×20間×2 棟アスパラガス50 a
出所JA そうま（現 JA ふくしま未来）作成。
飯舘村の営農再開
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表 各世帯の営農状況の変化
原 発 事 故 前
事例番号 氏名 世帯構成 農 地 作 目 所有地/借地 行政区
1 A 4 人
水田240 a，畑123
a（施設33 a，露
地・畑90 a），山
林100 a
米，花卉（トルコ
ギキョウ，グラジ
オ ラ ス ）， 小 松
菜，シイタケ
所有地 飯樋
2 Y 7 人 水田 2 ha，牛29頭 米，タバコ，ブロッコリー，繁殖牛 所有地 松塚
3 K 7 人
水田1.5 ha，畑10
a，牧草地 9 ha，
牛11頭
米，野菜，繁殖牛
所有地，ただ
し牧草地は借
地
佐須
4 W 4 人 水田60 a，畑20 a 米，野菜（かぼちゃ等) 所有地 前田・八和木
原 発 事 故 後
事例番号 氏名 家族構成 農 地 作 目 所有地/借地 営農再開の場所 公的支援 事例調査の時期
1 A 2 人 施設67 a トルコギキョウ，ストック 借地 福島市荒井
復興交付金事業（施
設整備） 2014年11月10日
2 Y 4 人 2.6 ha（牛舎 2 棟），山林1,200坪 繁殖牛 所有地 福島市飯野町
避難先一時就農支援
事業（福島県単独事
業，トラクターのア
タッチメント等）
2015年10月 7 日
3 K 3 人
水田60 a，畑10 a
（以上，丸森町），
水田15 a（佐須）
米，野菜 借地
宮城県伊具郡丸
森町筆甫，福島
県相馬郡飯舘村
佐須（試験栽培）
福島県福島再生加速
化交付金予定（園芸
用ハウス整備等）
2013年10月 5 日
4 W 4 人 畑75 a かぼちゃ，オヤマボクチ，にんにく 借地
福島市佐倉下お
よび同荒井
福島県地域雇用再生
創出・モデル事業
（2012～2014年度，
かーちゃんの力・プ
ロジェクトの人件費）
2014年10月 7 日
および2015年10
月 7 日
出所調査データから筆者が作成。
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) 農地取得経緯
栃木県から通って福島県浜通り，中通り，と農地を
探し始めた。当初は，トルコギキョウの生産に適した
条件として飯舘村に似た気候，水，土壌，流通環境が
揃った農地を探していたが，借りられる農地は手入れ
がされておらず，荒れていた。
その後，知り合いから福島県福島市荒井に条件に合
う農地があるという情報を得て，2012年 4 月に農業
委員会を通し，契約して借り，福島県永井川の借上げ
アパートに引っ越した。借りる決め手となったのは，
放射能の線量が低く，農地が標高の高いところにあ
り，土壌，気候，水の条件が良いことや，福島市場に
近く，まとまった面積の農地であったことである。な
お，A 氏の両親は福島県川俣町に避難し，自給する
程度の農業に従事している（図 5）。
) 施設建設経緯
トルコギキョウの生産には施設が必要だが，自己資
金では施設を建設することが難しかった。しかし，
2011年12月に東日本大震災復興特別区域法が成立
し，復興交付金事業により補助が出ることになった。
A 氏は復興交付金事業に施設を該当させるために業
者，行政と一緒に図面を書いて申請した。しかし，A
氏が借りた農地は農地法の関係から，簡易な施設は建
設できるが，作業場のような本格的な建物を建設する
ことができないという農地転用の問題があった。トル
コギキョウを生産するには，ハウスで生産したものを
調製して出荷するために作業場が必要不可欠である
が，農地転用ができないことを理由にコンクリート使
用，屋根，水回りの設備ができずにいた。後に，A
氏は，業者，行政と共に，工夫を凝らし，外側はビ
ニール，内側は軽量鉄骨といったハウス型の作業場
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図 原発事故前と原発事故後の世帯の変化（A 氏）
出所調査データから筆者が作成
注年齢は調査時点のものである。
飯舘村の営農再開
を，国から飯舘村に交付された復興交付金によって 1
億円で建設した（復興交付金事業）。この設備は飯舘
村が所有し，A 氏に 8 年間無償リースで提供されて
いる。
) 現在の営農状況
現在，A 氏は農地面積 67 a（ハウス面積 28 a）を
所有し，7～10月にトルコギキョウ，11月中下旬～1
月にはストックを栽培し，週 3 回，JA 新ふくしま
（現 JA ふくしま未来）を通して東京大田市場の他，
福島県内，川越，宇都宮，仙台，那覇に出荷しており，
A 氏の妻，借上げ住宅に住む飯舘村の農業後継者の
避難者と共同で作業している。作業は，金曜日以外は
午前 5～7 時半に収穫，夜まで調製作業（花がら摘み
と切り戻し作業，摘芯作業，結束作業，袋詰め作
業），明朝から午前10時までに箱詰め出荷といった工
程をこなしている。金曜日は消毒，花の手入れをして
いる。新天地で花に特化するために，夏場はトルコギ
キョウ，冬場は飯舘村にいた頃は手懸けていなかった
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ストックを作付け，周年出荷ができる体制に変えた。
以上の作業は労力的には夫婦 2 人でも可能である
が，飯舘村から同じく福島市に避難している40歳の
男性を周年雇用している。トルコギキョウ，ストック
の売上により，2014年10月時点で原発事故前の収入
の 6 割程度まで得られるようになった。
) 営農上の問題点
営農再開には営農再開しようとする意志，適した年
齢，生産物に適した土地，機械，施設，自己資本も必
要である。A 氏のように施設を建設する場合，復興
交付金事業の対象にならないものもあり，容易ではな
い。たとえば，A 氏は施設で利用する水のために井
戸を掘削する必要があったが，井戸掘削は復興交付金
事業の対象ではなく，自己資金で行わざるを得なかっ
た。A 氏の言葉を借りれば，「営農再開を希望しても
年齢，自己資金などの面で実現できる人は限られてい
る」のである。
 Y 氏の事例
次に，A 氏と同じように本格的な営農再開を実現
した Y 氏の事例を見てみよう。
) 原発事故前後の経緯
原発事故前，Y 氏は飯舘村松塚地区で家族 6 人と
生活し，長男家族とともに農業を営んでいた。Y 氏
は水田 2 ha，畑 3 ha（タバコ，ブロッコリーなど）
を耕作し，繁殖牛29頭を飼育していた。米，タバ
コ，ブロッコリーの主な出荷先は JA そうまであっ
た。雄の子牛は生後 8 ヶ月から10ヶ月の間で福島県
本宮市場に出荷し，1 頭60万円で販売していた。
原発事故後，4 月に飯舘村が計画的避難区域に設定
された後も，牛の行き先が決まるまで避難するわけに
はいかなかった。結局，飼育していた29頭の繁殖牛
のうち26頭を売却し，3 頭は残すことにした。県南の
中島村で牛舎を借りられることになったため，妻，
母，年雇の男性（当時73歳）とともに牛 3 頭を連れ
て避難した。この中島村の農家は元々，牛を約50頭
飼っていたが，離農を決意し，頭数を減らしていると
ころであった。牛舎は，同じく飯舘村から避難してき
た畜産農家 H 氏とともに借りることになった。
Y 氏の長男は原発事故前，父親とともに専業的に
繁殖牛経営に携わっていた。事故後，長男世帯は一
時，福島県福島市に避難したが，その後は幼い子がい
ることから，京都府に転居し，牛肉の卸業務に従事し
ている（図 6）。
) 営農再開動機
Y 氏が営農再開を決心した理由は 2 つある。1 つに
は，避難先で無為に過ごすことに耐えられなくなった
からである。牛を飼育する環境さえ整えば，それまで
培った技術を生かして避難先でも繁殖牛経営を続けら
れるのではないかと思ったという。もう 1 つには，
避難先の京都で牛肉の卸業務をしている長男のことを
思い，長男が将来，帰村した後，経営移譲するまでの
間，Y 氏自身が牛の繁殖を続けなければならないと
考えたからである。
) 現在の農地の取得経緯
いったんは中島村に落ち着いたものの，同村は飯舘
村から 80 km 以上も離れているため，Y 氏はできれ
ばもっと近い所に移りたいと思っていた。そして，牛
舎が建設できるような，まとまった農地を探していた。
2014年 2 月，Y 氏は避難先の知り合いから福島市飯
野町の売却物件についての情報を得，その後，購入し
た。農地に付帯する山林は 1 反あたり 5 万円で購入
した。
この土地は，以前，養鶏農家が使っていたが，離農
して茨城県に転居したため，鶏舎ともども10年以
上，放置され，雑草が生い茂り，荒れた状態であっ
た。原発事故後，元の所有者が環境省の除染事業に申
請したため，雑草の撤去や整地は完了していた。ただ
し，老朽化した鶏舎の取り壊しに費用を要するため，
買い手がつかない状態が続いていた。Y 氏は鶏舎を
改築して牛舎にできると見込み，購入を決意したとい
う。
) 施設建設と転居
Y 氏は2014年 6 月から10月にかけて，鶏舎に柱を
立てるなどして改築し，牛舎を完成させた。約1,000
万円を要し，その一部に東電の避難指示区域における
不耕作（休業補償）損害を充てた。2014年10月，同
じ敷地内に新築した住宅に妻，母，年雇の男性ととも
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図 原発事故前と原発事故後の世帯の変化（Y 氏）
出所調査データから筆者が作成。
注年齢は調査時点のものである。
飯舘村の営農再開
に中島村から転居した。
) 現在の営農状況
2015年10月現在，Y 氏は福島市飯野町で農地 2.6
ha，奥行き約 80 m の牛舎 2 棟，山林1,200坪を所有
し，繁殖牛26頭，子牛10頭を飼育している。繁殖牛
は 5 月中旬から10月末まで繋留せずに，牛舎に隣接
した 1 反程度の土地に常時，出られるようにしてい
る。これは，飯舘村で行っていた放牧に少しでも近づ
けるためである。雄の子牛は 8～10ヶ月齢で近隣の本
宮市場に出荷し，県内を中心に流通している。原発事
故後は子牛市場にも風評被害の影響があったが，現在
では震災前の状態に戻っている。
Y 氏は，飯舘村の避難指示が解除される見込みの
2017年 3 月末から松塚にある水田を利用して放牧す
ることを計画している。試験飼育の結果，子牛に放射
能で汚染された草を食べさせた場合でも，肥育農家に
販売し，1 年半～2 年の肥育期間中に線量が基準値以
下になることが判明したからである
松塚では現在のところ，たとえ帰村できたとして
も，水稲のような土地利用型農業を目指す人は皆無で
― 16 ―
明治大学農学部研究報告 第66巻－第 1 号（2017)
ある。全体で 60 ha の水田があり，そのうちの 20 ha
は NTT と20年間の契約をして太陽光パネルの設置に
利用することが決まっている。残りの 40 ha を利用し
て牛の放牧をするのである。
そうではあるものの，風評被害を避けるために，子
牛は現在と同じように飯野町の牛舎で粉ミルクを使っ
て人工的に育てる。引き続き飯野町に住み，子牛を育
て，飯舘村松塚に通って水田放牧をし，なおかつ飯野
町に牛舎を増築して肥育をするという，繁殖と肥育の
一貫経営を構想している。それまでに現在の26頭か
ら50頭まで増頭することを目指している。
また，長男は2016年 4 月に福島市に戻る予定であ
り，畜産農家として復帰するとともに，避難先の京都
での牛肉卸の経験を活かして，精肉店を営むことも考
えているという。
) 営農上の問題点
Y 氏は原発事故前，水田を 2 ha 所有していたた
め，牛舎に敷く稲藁を容易に確保できていた。現在
は，最初の避難先であった中島村の農家から稲藁を購
入して持ってきている。稲藁は，稲作を続ける限り副
産物として補償の対象になるが，Y 氏のように原発
事故とその後の避難を経て稲作をやめてしまった場合
は対象外となるからである。
牛の粗飼料代に関しては東電の営業損害に申請し，
補償されている。ただし，すべて輸入物の干草であ
り，種類もチモシー等，数種類に限られるため，ビタ
ミン，たんぱく質が不足し，栄養が偏り，繁殖障害の
問題が生じている。飯舘村にいた頃は，水田の土手草
や雑草など様々な草を食べさせていたため，栄養のバ
ランスがよく，繁殖障害が起こることはなかったとい
う。粗飼料のほかに濃厚飼料，子牛用の粉ミルクも購
入しているが，これらは補償の対象にならない。
 K 氏の事例
) 原発事故前後の経緯
原発事故前，K 氏は飯舘村佐須地区で専業農家と
して長男世帯を含む家族 7 人で生活していた。水田
1.5 ha，畑 10 a（野菜），牧草地 9 ha を所有，繁殖牛
11頭を飼育していた。K 氏は産直宅配も手懸け，
米，高原野菜，大豆製品，凍み豆腐を「虎捕山（佐須
山）の清い水でつくられた佐須のエコ農産物」，「安全
安心と飯舘の風土を凝縮した農産物」として都会の消
費者に届けていた。K 氏の父親は家庭菜園を生きが
いとしていた。
原発事故直後の2011年 3 月16日に長男の家族は神
奈川県平塚市の長男妻の実家に自主避難し，4 月 3 日
には福島市に戻った。K 氏夫妻と K 氏の父親は，避
難のため 6 月に会津若松市方面に向かったが，父親
の健康状態が憂慮されるため，途中の幕川温泉に一時
滞在することにした。滞在中，K 氏は事故前に飼育
していた牛の処分のために 7 月末まで約 80 km 離れ
た飯舘村に毎日，通った。同年 8 月，福島県伊達市
保原町の借家に移り，以来，そこで避難生活を送って
いる。一方，長男世帯は福島市から伊達市月舘町借上
げ住宅に移り住み，避難生活を送っている（図 7）。
) 営農再開動機および農地取得経緯
2011年 4 月中旬，K 氏は父親が無為に過ごし，気
落ちしているのを見るに見かねて農地を探すことにし
た。この時点ではまだ佐須の自宅に残り，避難先が不
確定であったが，福島市より放射線量が低く，かつ，
あまり遠くないところを手当たりしだい探し求めたと
いう。その結果，同村と隣接する宮城県伊具郡丸森町
筆甫（ひっぽ）の水田 60 a，畑 10 a を同町の農業委
員会を通じて借りることになった。そして，同年 5
月下旬には佐須の自宅から通いながら田植え作業を行
った。佐須の自宅から筆甫までの距離は 20 km 程度
であり，車では40分程度かかる。
) 現在の営農状況
事故前に飼育していた牛は全頭処分となり，飯舘村
内の農地や牧草地は全面的に使用禁止となった。現在
は，避難先から丸森町筆甫の農地に通い，自家用の米
と野菜の栽培を続けている。主な労働力は K 氏と妻
の 2 名であり，父親は野菜作りを手伝っている。さ
らに，飯舘村佐須の自宅から数十メートルの距離にあ
る水田では，NPO 法人「ふくしま再生の会」の活動
の一環として，震災の翌年の2012年から試験的に米
を作付けている。作付面積は2012年には 12 a，2013
年には 15 a，2015年には 17 a と徐々に拡大してい
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図 原発事故前と原発事故後の世帯の変化（K 氏）
出所調査データから筆者作成。
注年齢は調査時点のものである。
飯舘村の営農再開
る。また，2015年からは帰還後の営農再開に備え
て，自宅の敷地内にパイプハウス 2 棟を建て，1 棟で
は明治大学の技術的支援を得てピーマンの養液土耕栽
培，もう 1 棟では葉物野菜（ホウレンソウ，小松菜）
の養液固形培地栽培を試験的に行っている。
K 氏の現在の営農状況は「ふくしま再生の会」の
活動と密接に関わることから，以下，同会の活動に簡
単に触れておこう。佐須地区は前掲の図 4 に見るよ
うに飯舘村の北端にあり，比較的，セシウムの放射線
量が低い。そのこともあり，震災の約 3 ヶ月後の
2016年 6 月16日，「原発事故により避難した飯舘村の
人々を何とか助けたい」という思いに駆られた，首都
圏に住む理工系の学者，研究者18名が K 氏宅を訪ね
た。話し合いの結果，この日，訪れたメンバーが中心
となって，K 氏の佐須の自宅および隣接する農地
を，飯舘村での営農および生活の再開のための拠点，
実験場として活用するという合意に達し，ここに任意
団体「ふくしま再生の会」が発足した。K 氏自身も
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10 詳細は同会の HP を参照のこと。
図 原発事故前と原発事故後の世帯の変化（W 氏）
出所調査データから筆者が作成
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会のメンバーとなり，理事を務めている。
同会は2012年 6 月に NPO 法人として登記され，週
末を中心に首都圏から会員が訪れ，米の試験栽培のほ
かにも，家屋内外での空間線量の測定とそのデータ公
開など，様々な活動を行っている10。
 W 氏の事例
最後に女性農業者の W 氏の事例を見ることにする。
) 原発事故後の経緯
原発事故前，W 氏は飯舘村前田・八和木地区で農
産物の加工販売をし，家族 4 人で生活をしていた
（図 8）。W 氏は2005年，飯舘村オリジナルのじゃが
いも「イータテベイク」を本格的に出荷しようと「イー
タテベイクじゃがいも研究会」を発足させ，会長を務
めた。2007年 4 月には牛小屋だった所を加工場「ま
でい工房」に作り替え，農産物加工販売の事業「美彩
恋人（ビサイレント）」を自己資金650万円にベンチ
ャー資金200万円を加えて立ち上げた。水田 60 a，畑
20 a の農地を所有し，「イータテベイク」とかぼちゃ
の「いいたて雪っ娘」の加工品，総菜，菓子を販売し
ていた。
震災，原発事故後，W 氏は一家 4 人で福島市佐倉
下に避難した。「イータテベイク」と「いいたて雪っ
娘」の加工販売で地域おこしをする計画もすべて灰燼
に帰した。
) 営農再開動機
震災の年の10月，以前から飯舘村の地域づくりに
関わっていた福島大学の千葉悦子教授から連絡があ
り，「かーちゃんの力・プロジェクト」の構想を聞い
た。W 氏は千葉教授の構想に賛同し，福島大学小規
模自治体研究所の契約職員となり，同じように避難生
活を送っている農家の女性に連絡をとることを決意し
た。プロジェクトに誘ってみたところ，「先の見えな
いなかでこの先どうしたいかなどは考えられない」と
いう否定的な意見もあったが，「一人じゃどうにもな
らないけど，つながれば動き出せる」といった前向き
な意見もあり，こうした「かーちゃん達」の知恵と技
術を活かす場を作れば何とかできるのではないかと勇
気づけられた。こうして「かーちゃんの力・プロジェ
クト協議会」が発足した。資金がなかったため，
2004年の中越地震以降，交流のあった新潟県の農家
から応援を得て，台所道具を100円ショップで調達す
るなどの工夫をして，年末に餅つき大会を開くまでに
なった。2012年 4 月，このプロジェクトは福島県地
域雇用再生創出・モデル事業により，女性12人を雇
用し，阿武隈地方に伝わる農産物加工，販売を行う組
織となった。拠点は，福島県松川町の「あぶくま茶屋」
とした。
) 農地取得経緯
W 氏は飯舘村で「イータテベイクじゃがいも研究
会」の会長を務めていた。震災前は「世の中に種を出
す」という使命感をもち，研究会の活動を 6 年間，
続けてきたという自負がある。その使命感から，「イー
タテベイク」の種芋生産とかぼちゃの「いいたて雪っ
娘」の種をつなぐために，2011年 4 月から避難先と
畑を探し，畑作業をすることを決断した。
避難先の福島市で県の普及センターや飯舘村役場の
担当者に，かぼちゃとジャガイモの栽培について相談
したものの，確証のある回答は得られなかった。最悪
の場合，遺伝子レベルの保存を考えてはどうかと言わ
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11「かーちゃんの力・プロジェクト～かープロのこれまでとこれから
～」（渡邊とみ子氏作成資料）を参照。なお，同プロジェクトについ
ては，塩谷・岩崎（2014），千葉・松野（2012）に詳述されている。
飯舘村の営農再開
れたが，何としてでも，畑を借りて種をまかなければ
ならないと思うようになったという。福島市内に「休
耕田を貸したい」という人がいることを知り，未整備
の水田約30枚（75 a）を借りることになった。この水
田を 1 枚にして畑として使うことにした。1 年目は相
対で借り，2 年目以降は農業委員会を通して正式に借
りている。
) 施設建設の経緯
福島市松川町にあるあぶくま茶屋の施設は元々飲食
店であったため，最初はガス台と流し台しかなかった
が，廃屋を夫が改築し，「美彩恋人（ビサイレント）」
で利用していたコンベンションオーブンや大型冷蔵庫
を運んできて設備を整えた。また，レストラン「かー
ちゃんふるさと農園わいわい」は福島駅前の空き店舗
を借りた。
) 現在の営農・経営状況
畑 80 a では加工品の材料としてかぼちゃ，オヤマ
ボクチ（山ごぼうの一種），にんにく等を生産してい
る。あぶくま茶屋では，野菜を多く使い健康に配慮し
た「かーちゃん弁当」，漬け物，菓子の製造販売を行
っている。福島県地域雇用再生創出・モデル事業によ
り2015年 3 月までの 3 年間で約8,000万円の補助を受
け，そのほとんどを人件費に充てた。W 氏に対する
手当はこの中に含まれず，別途，福島県から支出され
ていた。2012年 6 月，補助金の受け皿として「一般
財団法人ふくしまかーちゃんの力ネットワーク」を設
立し，以後，元々ある協議会，「かーちゃんの力・プ
ロジェクト協議会」と両輪で活動を運営していくこと
になった。
2012年12月には福島駅前にレストラン「かーちゃ
んふるさと農園わいわい」をオープンし，避難先で作
った野菜，加工品，総菜，手芸品なども売るようにな
った。W 氏は，安全・安心なものを食べてもらいた
いという思いから，販売する加工品に対しては独自の
基準，すなわち日本政府の 100 Bq/kg（一般食品），
ウクライナの 40 Bq/kg（野菜）を下回る 20 Bq/kg
という基準を設定している。
2015年 3 月に交付金が終了した後の「かーちゃん
の力・プロジェクト協議会」，「一般財団法人ふくしま
かーちゃんの力ネットワーク」は自主自立の道を選択
せざるをえなくなった。活動を継続するための新しい
スタートとして「NPO 法人かーちゃんの力・プロジ
ェクトふくしま」の設立を目指し，2015年 4 月に
NPO 法人の登記を所轄庁に申請したところ，同年 8
月 5 日に認証された。NPO 法人の事業内容として
は，営利事業（注文に応じた弁当の製造・販売）と非
営利事業の両立，サポーター制度の継続，視察研修の
受け入れ強化，語り部としての福島の発信が掲げられ
ている11。
) 経営上の問題点
加工施設（あぶくま茶屋）の改築の際，新たに機材
を購入せざるをえなかったが，その購入費用について
補償を受けていない。これは，W 氏があえて交渉，
申請しなかったからとも推察される。
「一般財団法人ふくしまかーちゃんの力ネットワー
ク」の活動，とくに営業部門である加工・販売，レス
トランでは，人間関係の難しさに直面した。当初，メ
ンバーであった阿武隈地方の農村女性が個人的な事情
により次々と辞めてしまい，その補充のために県のハ
ローワークで募集して福島市在住の女性たちを採用し
た。しかし，彼女たちの関心はパート収入をいかに効
率的に得るかにあり，W 氏のような食文化を後世に
伝えたいという思いや使命感とずれていた。そのた
め，組織をまとめるのに苦労したという。
. 結 論
 営農再開を可能にした要因
4 つの事例から，営農再開を可能にした要因を説明
しよう。全村避難という状況の中で営農再開を実現さ
せた要因として，個々の置かれた状況に合った営農タ
イプの選択，避難先での農地および労働力の確保，再
開に当たって必要となる資金の確保，さらに損害賠償
の 5 つが挙げられる。以下，個別に論じる。
まず，営農タイプの選択であるが，本論文で分析し
た 4 事例では，全村避難，放射能汚染という困難な
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状況，すなわち「個人化」した状況の中でも手段を尽
くして，それぞれの状況に合った営農タイプを選択し
ていることがわかる。
あえて営農再開に踏み出した人たちの語りから察す
るに，その営農タイプの選択，というよりもそもそも
営農を再開するという決意の前提として非経済的動
機，つまり「何が何でも再開しよう」という動機があ
ったと言えるだろう。それは，避難先の狭い住居で無
為に過ごし，体調を崩している親を「見るに見かねた」
こと（K 氏）であったり，「飯舘から持ってきたかぼ
ちゃの種を避難先の畑に播いたらちゃんと芽が出て育
った」こと（W 氏）であったりする。あるいは，震
災や度重なる移動を生き延びて，いまなお役目を果た
し続ける母牛のこと（Y 氏）であったりする。作物
でも家畜でも，さらに言えばペットの犬や猫でさえ，
その生きている姿を通して人間に生きる力を，少なく
とも気力を与えていることを，彼，彼女らは如実に語
る。そして，それらの生物に再び関わることこそが営
農再開なのである。
実際，営農再開といってもその過程やタイプは様々
である。A 氏や Y 氏のように国や県の支援を受けて
高額な設備投資を行い，原発事故前の営農形態に近い
状態にまで回復させている場合もあれば，K 氏のよ
うに震災前に行っていた産直はできないものの，自給
的な農業や市民団体との「協働」に活路を見出してい
る場合もある。また，女性農業者である W 氏は，飯
舘村で独自に開発された野菜品種や食文化を後世につ
なぐために営農を再開している。このように，自身の
年齢，家族構成，後継者の有無，事故前の営農形態，
放射性物質降下の影響度合い，さらには農業に対する
思いが様々であるなかで，4 事例は「個人化」の制約
を受けながらも自らの状況に適合した営農スタイルを
選択したと言えよう。
次に農地の確保については，A 氏，Y 氏は，専業
的に農業を再開するため，それぞれの作目に適した規
模の土地を確保すること，避難先から農地への通いや
すさを重視している。一方，K 氏は，年老いた父親
の健康回復と自身の農業に対する思いから農地を探
し，避難先の伊達市からも飯舘村の自宅からも 20 km
程度の場所に小規模の農地を借りている。また，W
氏は避難先で小規模な農地を借り，さらに空き店舗を
加工場やレストラン（2015年 8 月閉店）に使用して
いる。いずれの事例でも知り合いの紹介が決め手にな
り，農地や加工場を確保している。A 氏や Y 氏のよ
うに本格的，専業的な再開の場合は，よりよい条件を
求めて当初，避難・再開した場所から，さらに別の場
所に移転しており，その間の物心両面での負担の大き
さがうかがえる。
次に労働力については，4 事例いずれも経営主およ
びその配偶者によって営まれているが，本格的再開タ
イプの A 氏は飯舘村からの避難者を周年雇用し，Y
氏の場合は年雇の男性がいる。また K 氏の場合は
NPO メンバー，W 氏の場合は近隣町村から避難した
女性農業者とそれぞれ共同活動をするなど，営農再開
のタイプによって異なる。Y 氏，K 氏の場合は子の
世帯との別居が強いられているだけに，今後，若い労
働力をいかにして確保するかが課題である。
さらに資金について，本格的に営農再開をしている
A 氏および Y 氏では，施設建設のための公的支援を
受け，かつ自己資金も要した点で共通していた。また，
W 氏は，農産物加工・販売のための設備投資に加
え，そこで働く女性たちの人件費のために公的な資金
援助（福島県地域雇用再生創出・モデル事業）を受け
ることができた。事業終了後は組織を縮小し，NPO
として活動を続けている。また，K 氏は自給的な営
農再開であるため，現在のところ多額の資金を要して
いないが，「ふくしま再生の会」を通じて三井物産環
境基金等の研究助成金を獲得し，圃場での農地除染実
験や村内全域の線量測定を行っている。
損害賠償については，4 事例とも一般的な不耕作損
害に対する期待所得，避難による農産物廃棄損害の賠
償を受けている。その上で，たとえば A 氏の井戸掘
削，Y 氏の稲藁のように，損害賠償の対象にならな
い場合があり，その都度，自己負担を強いられてい
る。また，Y 氏は現在，東京電力から粗飼料代の補
償を受けているが，その補償が「いずれ打ち切られる
かもしれない」という不安を抱えながら過ごしている。
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12 ふくしま復興ステーション HP「避難指示区域の状況」
http://www.pref.fukushima.lg.jp/site/portal/list271-840.html（最終
アクセス 2016年11月 9 日）。
飯舘村の営農再開
 飯舘村帰還後の営農再開の展望
2013年10月 1 日の川内村を皮切りに，双葉郡 8 町
村でも避難指示が徐々に解除され，住民の帰還が始ま
っている12。前述の通り，飯舘村も2017年 3 月末には
避難指示解除を予定している。
JA そうまでの聴き取りおよび事例調査から，帰村
後，営農再開の可能性が高い部門は施設園芸（野菜，
花卉），畜産（繁殖牛）であると推察される。これら
の部門は，かつて飯舘村の大勢を占めていた土地利用
型農業ではなく，かつ，風評被害を比較的受けにく
い。資本集約型農業への移行により不要となった農地
は，水田放牧や太陽光発電などに利用する計画も練ら
れている。飯舘村の花卉（トルコギキョウ，リンド
ウ），畜産（飯舘牛）はその品質に定評があった。し
たがって，これらの農畜産物の生産再開が地域農業の
再建に繋がると考える。
さらに，現在のところ，帰村の意志のある人々の多
くは中高年世代であるが，なかには Y 氏長男のよう
に帰村し営農を再開しようという人もいる。帰村，営
農を目指す中高年世代は，現時点では帰村の意志がな
い若者世代にとってもモデルケースになりうるだろう。
結論として，飯舘村が今後，地域復興を実現するた
めには，長期的に農業を支援し，再建するための仕組
みを作ることが重要である。それぞれの営農再開タイ
プに沿って，農地や資金面の支援，損害賠償を継続的
に行う必要がある。そうすることによって，遠い将来
にはなるかもしれないが企業参入や新規就農を呼び込
むことも夢ではあるまい。
冒頭に，本論文の第一義的な意義は，震災から
5 年余を経た現在，その実態がマスメディアでもほと
んど報じられない営農再開者の記録を残すことにある
と述べた。営農再開者を含め，避難生活にある人たち
は現在なお「個人化」した状況にあることを認識しつ
つ，日々変化する「動態」を今後も注視していきたい。
これは研究する側の視点の問題である。
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